
1　はじめに

　今日、内部告発に関する問題が盛んに議論され
ている。その背景として、多くの企業不祥事が内
部告発によって発覚していることや、内部告発者
が企業から不当な解雇や異動、降格や減給などの
不利益な扱いを受けていることが挙げられる。そ
して、今日では世界的に内部告発への関心が高ま
り、多くの機関によって取り組みが行われている。
　そのようななか、各国の政府機関や国内機関、
国際機関が、内部告発に関する取り組みを行って
いる。具体的には、多くの機関によって、内部告
発に関する会議の開催や文書の策定などが行われ
ている。しかし、これまで内部告発に関する取り
組みは、散発的に取り上げられてきたが、包括的
に取り上げられた研究は少なかった。そこで、今
後、企業が内部告発に関してどのような取り組み
を行なっていくべきであるのかついて明らかにし
たいとの思いが、本稿執筆の動機である。
　本稿では、内部告発とコーポレート・ガバナン
スの関係性に焦点をあてて、今後、企業に求め
られる取り組みを明らかにすることを目的とする。
まず、内部告発に関する定義と取り組みの動向を
考察し、今日に至るまでの取り組みを体系化する。

また、国際機関と国内機関における内部告発に関
する取り組みを検討したい。そして、内部告発と
コーポレート・ガバナンスの関係性を検討する。
くわえて、企業に、今後求められるであろう内部
告発に関する取り組みの将来像を考察したい。

2　 内部告発に関する取り組みの体系と
系譜

2.1　内部告発に関する取り組みの体系
　今日の内部告発に関する取り組みは、おおむ
ね図1のように表すことができる。図1のように、
内部告発に関する取り組みは、主に、各国の政府
機関による内部告発者保護法の制定、国際機関や
国内機関による取り組み、企業内における内部通
報制度の導入が行なわれている。まず、内部告発
者を保護する法律の制定は、オーストラリアや日
本、ニュージーランドや南アフリカ、イギリスや
アメリカなど、多くの国で行われている。各国の
法律は、主に法律違反や生命・財産に関わる不正
行為を通報した内部告発者の保護を目的としてい
る。
　また、国際機関や国内機関による取り組みとし
て、多くの機関において内部告発に関する会議の
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開催や各機関が策定したコーポレート・ガバナン
ス原則（以下「原則」という）に盛り込むことな
どが行われている。そして、企業による内部通報
制度の導入は、企業内部の問題を通報できる通報
窓口の設置や、調査体制の整備、企業行動規範
などへ通報者の身分の保証などについて明文化
する、ことなどが行われている。また、現在では、
内部告発者保護法において、企業内部を通報先と
して定めていることから、多くの企業において導
入が進められている 1。
　そのような、内部告発の取り組みから、内部告
発は、法律違反や生命・財産に関わる企業内の不
正行為を、企業内部または企業外部へ通報するこ
とであると定義づけられよう2。そして、図1に示
した取り組みは、内部告発者が企業から不当な解
雇や異動、降格や減給などの不利益な扱いを受け
ていたことを契機に行われていったのである。さ
らに、今日では、従業員によるチェックアンドバ
ランスの体制を構築することが求められている。
以下では、内部告発に関する取り組みを詳しく検
討するとともに、従業員によるチェックアンドバ
ランスの体制がどのように求められているのかに
ついても考察する。

2.2　内部告発に関する取り組みの系譜
　内部告発によって企業不祥事が発覚するにつ
れ、内部告発者が不利益な扱いを受けていること
が明らかになっていった。そして、各国の政府機
関による内部告発者保護法の制定や内部告発に関

する活動を行う市民団体が結成されるなど、内部
告発者を保護する取り組みが行われはじめた。こ
のようにして、1980 年代後半より内部告発に関す
る取り組みが始まったのである。
　内部告発に関する取り組みは、表 1のように、
萌芽期（1988 年―1993 年）、形成期（1994 年―
1999 年）、発展期（2000 年―現在）、に分類する
ことができる 3。各期間における特徴は、まず、萌
芽期では、オーストラリアやアメリカなどの一部
の国で、内部告発者保護に関する取り組みが行な
われはじめた 4。つぎに、形成期では、内部告発
への関心が高まりはじめた。そして、活発期に入
ると、内部告発者保護法の制定や市民団体の活動、
国際機関や国内機関による取り組みが行われてい
る。
　内部告発に関する取り組みの系譜は、オースト
ラリアやアメリカなどの一部の国において内部告
発者保護法の制定が進められてきた。その後、市
民団体の活動も加わり、内部告発者保護法を制定
する流れが徐々に広がったことから、その関心が
高まりはじめてきた。そして、今日では、エンロ
ンやワールドコムをはじめとする企業不祥事が内
部告発によって発覚したことなどにより、世界的
に内部告発者を保護する機運にある。

3　 国際機関と国内機関における内部告
発に関する取り組みの分類と特徴

3.1　内部告発に関する取り組みの分類

図1　内部告発に関する取組の体系化

（出所）著者作成。
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　国際機関と国内機関は、図 3 のように分類す
ることができる。まず、図 3を詳しくみると、内
部告発に関する取り組みを行なっている国際機関
は、公的国際機関と私的国際機関に分類でき、私
的国際機関は経営者団体と労働組合の 2 つに分
類できる。また、国内機関は公的国内機関と私的
国内機関に分類でき、私的国内機関は、各国の経
営者団体や労働組合、市民団体の3 つに分類で

きる。そして、細分された各機関における代表的
な機関と取り組みは以下の通りである 5。
　
ａ．公的国際機関には、経済協力開発機構（OECD）

やグローバル・コーポレート・ガバナンス・フォー
ラム（GCGF）などが挙げられる。これらの機
関では、主に会議の開催や文書・提言の策定が
行われている。

表1　内部告発に関する取り組みの系譜

萌芽期 形成期 活発期
年 1988年̶1993年 1994年̶1999年 2000年̶現在

特徴 オーストラリアやアメリカ
などの一部の国で取り組み
が行なわれはじめる

内部告発への関心が高まる 世界的に取り組みが行なわ
れる

内容 （1）内部告発者保護法の制
定が行なわれはじめる
（2）市民団体が結成される

（1）内部告発者保護法の制
定が行なわれたほか、法律
の制定にむけた取り組みが
行なわれる
（2）市民団体などの活動に
より、関心が高まりはじめ
る

（1）大型企業不祥事の内部
告発による発覚から、内部
告発者保護法の制定が行わ
れている
（2）市民団体が結成される
（3）国際機関と国内機関に
よる取り組みが行われてい
る

法律の制定（注） 内部告発者保護法（米）
公益開示法、開示保護法、
内部告発者保護法〔豪（州
法）〕

開示保護法〔豪（州法）〕
公益開示法（英）

公益開示法（新）
開示保護法（南ア）
公益開示法、内部告発者保
護法〔豪（州法）〕
会社法（豪）
サーベンス・オクスリー法（米）
公益通報者保護法（日）

国際機関の取り組み

̶ ̶

BIAC
OECD
TUAC
GCGF

国内機関の取り組み

̶ ̶

FRC（英）
連合（日）
経団連（日）
BRT（米）

市民団体の結成 Whistleblower
Australia（豪）
PCaW（英）

̶
ODAC（南ア）
PISA（日）

（注）オーストラリアの州法は次のようになる。
オーストラリア首都特別地域（ACT） 公益開示法（1994年）、ニュー・サウス・ウェールズ州 開示保護法（1994年）、
クイーンズランド州 内部告発者保護法（1994年）、サウスオーストラリア州 内部告発者保護法（1993年）、タスマ
ニア州 公益開示法（2002年）、ヴィクトリア州 内部告発者保護法（2001年）、ウェスタンオーストラリア州 公益
開示法（2003年）

（出所）著者作成。
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b．経営者団体の私的国内機関には、世界中の経
営者団体などによって構成された経営諮問委員
会（BIAC）や国際商業会議所（ICC）などが
挙げられる。これらの機関では、主に公的国際
機関の会議への参加や会議の開催、文書・提
言の策定が行われている。

c．労働組合の私的国際機関には、世界中の労働
組合（ナショナルセンター）によって構成され
た労働組合諮問委員会（TUAC）やユニコーン

（Unicorn）、国際自由労連（ICFTU）などが挙
げられる。これらの機関では、主に公的国際機
関の会議への参加や会議の開催、文書・提言
の策定が行われている。

d．公的国内機関には、イギリスの Financial 
Reporting Council（FRC）などが挙げられる。
公的国内機関では、主に上場規則への内部告
発に関する規定や文書・提言の策定が行われ
ている。

e．経営者団体の私的国内機関には、日本の経済
団体連合会（経団連）やアメリカのビジネスラ
ウンドテーブル（BRT）などが挙げられる。こ
れらの機関では、主に国際機関への参加や文書・
提言の策定が行われている。

f．労働組合の私的国内機関には、日本の日本労
働総合連合会（連合）やアメリカのアメリカ労

働総同盟・産別会議（AFL-CIO）などが挙げ
られる 6。これらの機関では、主に国際機関へ
の参加や文書・提言の策定が行われている。

g．市民団体には、オーストラリアのホイッス
ブロワー・オーストラリア（Whistleblower 
Australia）や日本の公益通報支援センター

（PISA）、南アフリカのオープンデモクラシー・
アドバイス・センター（ODAC）やイギリスの
パブリック・コンサーン・アット・ワーク（PCaW）、
アメリカのガバメント・アカウンタビリティ・プ
ロジェクト（GAP）などが挙げられる。これ
らの機関では、主に、（企業などの）従業員へ
の内部告発に関する支援活動や企業へのレク
チャー、調査活動や文書・提言の策定が行わ
れている。

3.2　 国際機関における内部告発に関する取
り組み

　まず、国際機関における内部告発に関する取り
組みは、図 3に示すような体系で行われている。
国際機関では、公的国際機関や私的国際機関で
ある経営者団体、労働組合によって取り組まれて
いる。公的国際機関では、OECDを中心に取り組
みが行われている。OECDは 2000 年に策定した

『OECD 多国籍企業行動指針（多国籍企業行動指

図2　各機関の内部告発に関する取り組みと分類
機関の分類 代表的な機関 主な視点 主な取り組み
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国際機関
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国際機関 OECD

GCGF
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ICG
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Unicorn
ICFTU

FRC（英）

経団連（日）
BRT（米）

Whistle Biower
 Australia（豪）
PISA（日）
ODAC（南ア）
PCaW（英）
GAP（米）

連合（日）
AFL-CIO（米）

私的
国際機関

経営者
団体

労働組合

経営者
団体

労働組合

市民団体

公的
国内機関

私的
国内機関

国内機関

•不正行為の防止とコーポレート
ガバナンスの視点 会議の開催、文書・提言の策定

公的国際機関における会議
への参加、会議の開催、文書・
提言の策定

公的国際機関における会議
への参加、会議の開催、文書・
提言の策定

（企業などの）従業員への内
部告発に関する支援活動、企
業に対する内部告発に関する
レクチャー、内部告発に関する
調査活動、文書・提言の策定

国際機関への参加、会議の
開催、文書・提言の策定

国際機関への参加、会議の
開催、文書・提言の策定

上場規則への内部告発に関
する規定、文書・提言の策定•不正行為の防止とコーポレート

ガバナンスの視点

•不正行為の防止とコーポレート
ガバナンスの視点
•企業競争力の低下を防ぐ手段
といった視点

•不正行為の防止とコーポレート
ガバナンスの視点
•企業競争力の低下を防ぐ手段
といった視点

•不正行為の防止とコーポレート
ガバナンスの視点
•組合員や従業員の保護という視点

•不正行為の防止とコーポレート
ガバナンスの視点
•組合員や従業員の保護という視点
•内部告発者の人権の保護とい
った視点

（出所）著者作成。
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針）』や2004 年に策定した『OECDコーポレート・
ガバナンス原則（OECD 原則 -2004-）』において、
内部告発に関して明記している。
　また、経営者団体の私的国際機関であるBIAC
と労働組合の私的国際機関であるTUAC は、
1999 年にOECDによって開かれた内部告発に関
する会議である「不正行為と闘うための内部告発」
に参加した。そして、この会議では、表 2に示す
ように、労使それぞれの立場から意見交換を行
なっていた。そして、それぞれが内部告発に関し
て「不正行為の防止という観点から一定の効果が
ある」と共通した見解を示している 7。
　そして、他の国際機関では、内部告発に関して、
個別の取り組みとともに、他の国際機関と間接的

に関わっている。2007 年に、OECDと世界銀行
がイニシアティブをとって設立されたGCGFでは、

『内部告発：最近の展開と実行の問題』という文
書を公表している 8。そして、他の国際機関として、
経営者団体では、国際商業会議所（ICC）など
の機関が BIACと協力して取り組んでいる。そし
て、労働組合では、国際自由労連（ICFTU）や
Unicornなどの機関が TUACと協力して、内部
告発に関して取り組んでいる 9。

3.3　 国内機関における内部告発に関する取
り組み

　一方、国内機関における内部告発に関する取り
組みは、図 4に示すような体系で行われている。

表2　BIACとTUACにおける内部告発に関する見解

BIAC TUAC
内部告発への
認識

　内部告発は不正行為を行なうことを思
いとどまらせ、発見するのに有効な手段
である。そして、そうした行為は、経営
者の評判を損なうことがないような措置
が執られるべきである。

　従業員個人が内部告発を行なうことに
よって不正行為を防止し、摘発すること
になる。
　従業員である（組織への忠誠と不正行
為について意見を述べることの間で）の
ジレンマは実際に存在する。労働組合は、
保護への取り組みを強く願う。

内部告発者保
護に効果的な
要素

a） 内部告発者が通報を行なった時は、そ
の心情は誠実かつ合理的なものである
場合は保護されるであろう。

b） 内部通報制度の仕組みは、その問題を
内部において適切に取り組むことが通
常において最良であるべきである。

c）どんな内部通報制度も信頼と機密性を
認識し尊重するべきであり、内部告発
者ははじめに問題を内部へ通報するべ
きである。

d）外部への通報に関して、一般に抵抗は
あるが、（通報先として）委任された機
関（新しいオンブズマンなど）への通
報はメディアへの通報よりは好ましい。

e） 委任された機関に通報があった場合は、
企業の世評をどう保護するのかについ
て取り組み必要がある。

a） 外部への通報がなければ、内部へ通報
した場合に、経営者に対して（内部告
発者が̶筆者）不利益な扱いは受ける
ことはないという信用を抱かないであ
ろう。

b） 内部通報制度が整備されていたが、そ
れを使用して十分に機能しなかった場
合がある。その場合、経営者が不利益
な情報は公表せずに解決してしまう恐
れがある。

c） 内部通報制度は大規模な組合のある企
業ならば有効に機能するかもしれない
が、中小企業では、内部告発者が非常
に危険にさらされるであろう。その場
合、労働法が整っていても、通報は行
われないであろう。

d）規定の多くが内部告発を奨励する場
合、企業に責任を持って行動すること
を要求するのではなく、外部への通報
が、危害（不利益な扱い̶筆者）を防
ぐ唯一の方法である。

（出所）OECD［2000b］を基に一部修正して筆者が表を作成する。
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国内機関では、公的国内機関と経営者団体、労働
組合と市民団体によって行われている。まず、公
的国内機関では、イギリスのFRCによって2003
年に改定された『改定統合規範』において内部告
発に関する規定が定められている。また、改定統
合規範では、従業員が不正に関する懸念を自由に
発言できる体制を構築することを提唱している。
つぎに、経営者団体の国内機関では、アメリカ
のBRTや日本の経団連が取り組みを行っている。
そして、労働組合の国内機関では、日本の連合に

よって取り組みが行なわれている。さらに、各機
関は、従業員が経営者に対して不正に関する懸念
を自由に発言できる体制を構築することを提唱し
ている。
　くわえて、市民団体では、内部告発者の人権の
保護といった視点から、内部告発者へのサポート
や企業に対するレクチャー、国際機関や政府に対
する提言や要求を行なっている。主な市民団体と
活動は、表 3のように示すことができる。そして、
活動内容として、大きく2 つの活動が行われてい

図3　国際機関の内部告発に関する取り組みの体系

図4　国内機関の内部告発に関する取り組みの体系

（出所）著者作成。

（出所）著者作成。
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る。1つ目は、内部告発者への支援活動である。
各市民団体は、弁護士などが中心となって結成さ
れており、法的なアドバイスなどの相談が行われ
ている。これは、従業員らが内部告発を行なった
ことによって不利益な扱いを受けないようにする
ための支援であるといえよう。2 つ目は、内部告
発に関する提言の作成や調査・検討といった活動
である。各市民団体は、自国の内部告発に関する
法律や国際機関などにおける取り組みについて、
自身の見解を述べている。

3.4　 国際機関と国内機関における内部告発
に関する取り組みの特徴

　国際機関と国内機関における内部告発に関する
取り組みの特徴は、各機関が個別に取り組んでい
るのみならず、以下のような大きく3 つの特徴を
有している。1つ目は、直接的または間接的に協
力して行われていることである。国際機関では、
共同で会議を開催し意見交換を行なうなど、直接
的または間接的に協力し合い行なわれていた。そ

して、国内機関では、企業に対する個別の取り組
みとともに、国際機関への参加やパブリック・コ
メントの提出が行なわれていた。
　また、2 つ目は、従業員によるチェックアンド
バランスの体制を構築することを要求しているこ
とである。国際機関と国内機関では、企業に対し
て、従業員が経営者や監査役（または監査委員会）
に対して不正行為に関する懸念を自由に発言で
きるような体制を構築することを要求している 10。
くわえて、そうした要求は、会議や各機関が策定
した原則などにおいて示しており、従業員が自由
に取締役などに不正行為などについて意見できる
体制を構築するべきであるという内容である。
　そして、3 つ目は、各機関が内部告発について
共通した見解を有していることである。これは、
内部告発が不正行為を防止するために一定の効
果があるという共通の見解が存在しているという
ことであるといえよう。さらに、各機関が直接的
または間接的に協力関係にあることからも、共通
した見解を有していることがわかる。このような

表3　内部告発に関する活動を行う主な市民団体と活動内容

団体名 Whistleblower 
Australia

PISA ODAC PCaW GAP

国名 オーストラリ
ア

日本 南アフリカ イギリス アメリカ

設立年 1991年 2002年 2001年 1993年 1977年

活動の内容 a）内部告発者
へのサポー
ト

b）キャンペー
ンの実施

a）企業、団体、
行政機関、
市民団体な
どに対する
講演・提案
活動など

b）企業、団
体、行政機
関、外部機
関などの運
用状況等を
調査、検証、
公表

c）制度への提
言

a）内部告発に
関する助言

b）内部告発者
保護法・政
策などへの
提言

c）企業や従業
員に対する
レクチャー

a）従業員など
に対する内
部告発に関
する助言

b）経営者など
雇用者に対
するガイダ
ンスの実施

c）控除良俗の
啓発活動

d）自国や海外
における講
演活動

a）報復行為か
らの保護

b）キャンペー
ンの実施

c）効果的な内
部告発者保
護法の制定
に向けた提
言

d）内部告発に
関する事象
の調査、検
証、公表

（出所）各団体のホームページおよびRichard Calland and Guy Dehn［2004］を基に筆者がまとめて表を作成する。
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ことから、国際機関と国内機関では、図 5のよう
な体系から企業に対してアプローチを行なってい
ると考えられる。

4　内部告発の制度化に向けた展開

4.1　 コーポレート・ガバナンス原則と内部
告発 

　ここまで、国際機関と国内機関における内部告
発に関する取り組みを検討してきた。そして、各
機関が協力関係にありながら、内部告発に関して
取り組んでいた。また、多くの国際機関や国内機
関が、各機関が策定した原則のなかで、内部告
発に関する内容を明記している。そのような、原

則における従業員によるコーポレート・ガバナン
スに関する内容は表 4のように示すことができる。
表4における内容は、以下のようにまとめられよう。
　まず、公的国際機関では、OECD が策定した
多国籍企業行動指針 11 や OECD 原則−2004−
において記述がなされている。また、公的国内機
関では、2003 年にイギリスのFRCによって策定
された改定統合規範に記述がなされている 12。そ
して、国内機関の経営者団体では、BRT が策定
した『コーポレート・ガバナンス原則（Principles 
of Corporate Governance）』や 2007 年に経団連
が改定した『企業行動憲章実行の手引き13』にお
いて記述がなされている。くわえて、国内機関の
労働組合では、2003 年に日本の労働組合である

図5　国際機関と国内機関の内部告発に関する取り組みの体系

（出所）著者作成。

図6　コーポレート・ガバナンス原則における内部告発に関する内容の特徴

（出所）著者作成。
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連合が策定した『2004-2005 政策・制度要求と提
言』に記述がなされている。
　また、原則における内部告発に関する内容は、

図 6のようにまとめることができよう。原則にお
ける従業員によるコーポレート・ガバナンスに関
する内容は、おおむね、（1）従業員が自由に経営

表4　コーポレート・ガバナンス原則における内部告発に関する内容

国際機関
公的国際機関

策定年 策定機関 原則名 内容
2000年 経済協力開発機

構
（OECD）

OECD  多国籍企
業行動指針

【Ⅱ　一般方針－9】
法律、行動指針又は企業の方針に違反する慣行について、
経営陣又は適当な場合には所管官庁に善意の通報を行っ
た従業員に対して、差別的又は懲戒的な行動をとること
は慎む

2004年 経済協力開発機
構
（OECD）

OECD  コーポ
レート・ガバナ
ンス原則

【Ⅳ　利害関係者の役割－E】
利害関係者は、個々の従業員およびそれ代表する団体を
含め、違法な慣行や非倫理的な慣行についての懸念を自
由に取締役会に伝えることができるべきであり、そうし
た行動をとることで、利害関係者の権利が損なわれるこ
とがあってはならない

国内機関
公的国内機関

策定年 策定機関 原則名 内容
2003年 Financial 

Reporting 
Council
（FRC）

スミス報告書
（2003年改定）

【4.8　内部告発】
監査委員会は、会社の従業員が財務に関する報告または
その他の問題に関する懸念を内密に報告することができ
る仕組みを検討すべきである。監査委員会の目的は、そ
のような問題に対し相応かつ独立した調査と適切な事後
対応が保証される仕組みを確保するものであろう

2003年 Financial 
Reporting 
Council
（FRC）

改定統合規範 【C3　監査委員会と監査委員】
監査委員会は、会社の従業員が財務に関する報告または
その他の問題に関する懸念を内密に報告することができ
る仕組みを検討すべきである。監査委員会の目的は、そ
のような問題に対し相応かつ独立した調査と適切な事後
対応が保証される仕組みを確保するものであろう

経営者団体
策定年 策定機関 原則名 内容
2005年 ビジネスラウ

ンドテーブル
（BRT）

コーポレート・
ガバナンス原則

【Ⅱ　取締役会と経営陣の役割】
従業員は、報復の恐れなく経営陣や取締役会に注意を喚
起する手段を持っているべきである

2007年 日本経団連 企業行動憲章実
行の手引き（第5
版）

【9－4　通常の指揮命令系統から独立した企業倫理ヘル
プライン（相談窓口）を整備する】
公益通報者保護法の趣旨に鑑み、ヘルプラインの活用が
企業のリスク管理に有効であることを認識し、自社の業
容・業態にあわせ、現場や個々の従業員から経営トップ
に直接情報が伝わる特別のルートを常設し、利用を促進
する
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者らに対して不正行為の旨を通報できるコーポ
レート・ガバナンス体制を構築すること、（2）不
正行為を通報した従業員に対して報復行為を行わ
ないこと、を企業に対して求めているといえよう。
そして、企業には、内部告発によって多くの企業
不祥事が発覚している現状や原則の内容から、内
部告発に関する体制の構築が求められているので
ある。

4.2　 コーポレート・ガバナンスと内部告発
の関係

　コーポレート・ガバナンスにおける企業不祥事
への対処策は、第1に、企業内部（経営者）によ
るセルフ・ガバナンスにより事前に不祥事の芽を
摘むことであるとされている 14。第 2に、企業外
部者によるチェックによって常に緊張感を持った
企業経営を行なうことであるとされている 15。そ
のように、コーポレート・ガバナンスにおける企
業不祥事への対処策は、経営者によるセルフ・ガ
バナンスと企業外部者によるチェックであること
がわかる。しかし、先に述べたように、多くの企
業不祥事は内部告発によって発覚している。これ
は、企業不祥事が、コーポレート・ガバナンスに
おける企業不祥事の対処策として想定されている
機能以外で発覚しているということである。
　つぎに、企業と従業員・顧客の関係を検討した
い。第1に、企業と従業員は、従業員が労働サー
ビスを提供し、労働サービスの対価として賃金を
受け取るという労働契約に則った関係にある 16。
第 2に、企業と顧客は、企業と経済的な取引をす
るという関係にある 17。このように、企業法制度
における企業と従業員や顧客の関係をみると、内
部告発は企業法制度の基本的作用として予定さ

れていないのである 18。しかし、内部告発によっ
て企業不祥事が発覚しているという事実から、従
業員に企業経営のチェックアンドバランスを期待
することが合理的であると考えられる 19。

4.3　内部告発制度の体系化
　本稿では、内部告発に関する取り組みをコーポ
レート・ガバナンスとの関係について焦点をあて
ながら検討してきた。そして、今後、内部告発制
度は、図 7のように、法制度とコーポレート・ガ
バナンス、コンプライアンスの3 つを中心として
取り組まれていくことが必要であると考えられる。
まず、法制度は政府機関が主体となって構築を目
指していくものであるといえよう。また、コーポレー
ト・ガバナンスとコンプライアンスは、企業が主
体となって構築を目指していくものであるといえ
よう。
　そして、法制度については、今日多くの国々で
内部告発者保護法が制定されているが、問題点も
多く指摘されている 20。日本を例にあげると、通
報範囲が狭いことや、保護の対象となる通報要件
が狭いこと、企業外部への通報要件が厳しく企業
外部へ通報することが困難なこと、などが挙げら
れる。また、コーポレート・ガバナンスについては、
内部告発がコーポレート・ガバナンスの基本的な
機能として想定されていないことから、内部告発
をコーポレート・ガバナンスの機能とすることが
求められよう。
　さらに、企業の多くは、企業内に内部通報制度
を構築しており、その多くが企業内のコンプライ
アンス部門を通報先としている。しかし、内部通
報制度に関しても多くの問題点が指摘されている
21。たとえば、通報対象行為の内容や通報の方法、

労働組合
策定年 策定機関 原則名 内容
2003年 日本労働組合連

合会（連合）
2004-2005　政
策・制度要求と
提言

【1経済と産業の再生と健全な発展（産業政策）－2（1）】
コーポレート・ガバナンス（企業統治）のあり方につい
ては労働組合や従業員等を含むステークホルダー（利害
関係者）の利益の確保や意見反映がなされるものとする

（出所）著者作成。
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匿名による通報を認めるのかや内部通報制度の独
立性をどのように確保するのか、などといった点
である。つまり、内部通報制度を含めて、企業内
のコンプライアンス体制に関して検討を行なって
いく必要があると考えられる。

5　おわりに

　これまで、国際機関や国内機関における内部告
発に関する取り組みは、散発的に取り上げられて
きたが、その取り組みを包括的に検討してきた研
究は少なかった。そこで、各機関の取り組みを考
察し、どのような体系で取り組みが行われている
のかについて検討を行ったのである。そこで、本
稿では、内部告発に関する定義や取り組みの系譜
やコーポレート・ガバナンスとの関係性、国際機
関や国内機関における取り組みの特徴や今後求め
られる取り組みについて検討してきた。
　内部告発の現状や取り組みから、法律違反や
生命・財産に関わる企業内の不正行為を、企業内
部または企業外部へ通報することであると定義づ
けられよう。また、内部告発に関する取り組みは、
1980 年代後半から行われ、今日に至っている。ま
た、国際機関や国内機関では、会議の開催や各機
関が策定した原則において内部告発に関する内容

を定めるといった取り組みが行われていた。そし
て、企業に対して、従業員にチェックアンドバラ
ンスの役割を持たせ、経営者に対して不正行為の
旨を通報ができる体制を構築することを求めてい
たのである。
　このように、多くの国際機関や国内機関が、内
部告発を制度として確立することを求めていた。
しかし、現状として制度化されていない内部告
発を制度化していく必要があろう。そこで、内部
告発を制度化していくためには、法制度、コーポ
レート・ガバナンス、コンプライアンスを中心とし
て構築を目指していくことが求められる。そして、
今後は、内部告発制度の確立に向けて、これらを
別々に検討するのではなく、体系的に検討してい
く必要があると考えられる。
　最後に、今後の課題として（1）具体的に従業
員にチェックアンドバランスの役割をどのように
持たせるのか、（2）従業員によるコーポレート・
ガバナンスを企業はどのように実践するのか、（3）
イギリスやアメリカなど、内部告発者保護法の法
整備が進んでいる国では、具体的にどのような取
り組みが行われているのか、について検討が必要
であると感じている。そのため、内部告発やコー
ポレート・ガバナンスに関する検討を継続して行
なっていき、これらの課題について深く考察して

図7　内部告発制度の体系化

法制度

内部告発制度

コーポレート・
ガバナンス

コンプライアンス

（出所）著者作成。
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いきたい。

注
1		 内部告発は、主として、企業の外部へ通報が行な

われており、そうした現状から、はたして内部通報
制度が機能するのかについては疑問が生じる。

2		 先行研究として、P.B.Jubb［1999］は、「内部告発
は意図的で非義務的な開示行為で、公的に記録さ
れる行為であり、組織のデータや情報にアクセスす
る特権を持つまたは持っていた人によって、不正行
為が行われているか、疑わしいか、予期されるのか
を問わず、組織に関係し、統制下にある重大な違法
行為やその他の不正行為について、それらの不正
行為を正す可能性を持っている外部機関に対して
なされる行為である」としている。また、宮本一子

［2002］は、「組織外部で行われている公益に害の
ある行為を、従業員が公に通報すること」と述べて
いる。さらに、吉森賢［2007］は、企業における内
部告発を「違法行為の事実を知った社員（従業員—
筆者）が、これを会社外部の行政・規制機関、報
道機関などに、多くの場合匿名によりなされる通報
である」と表している。

3		 内部告発に関する取り組みは、アメリカでは、古
くからケイ・タム（Qui Tam）行為と呼ばれるよう
な、違法行為を通報した者に対して報奨金を提供
するということが行なわれていた。しかし、1980 年
代後半から、大型企業不祥事が、内部から危険を
訴えられていたにもかかわらず発生したことや、内
部告発を主目的とする法律が制定されはじめた点か
ら、今日行われている内部告発に関する取り組みの
萌芽期であると位置づけられよう。

4		 この頃の大きな特徴として、イギリスで起こった
企業不祥事が挙げられよう。イギリスでは、1980
年代後半から1990 年代前半にかけて、多くの企
業不祥事が発生した。たとえば、1987 年に起きた
P&Oのフェリー転覆事故、1988 年のクラファム鉄
道列車正面衝突事故やハイパーアルファ社のオイ
ル工場爆発事故、1991 年に起きたロンドンシティ
列車の二重衝突事故や BCCI 銀行事件、などが挙
げられる。Richard Calland and Guy Dehn［2004］
によると、これらの企業不祥事は、（1）現場の従業
員などから事故が発生する危険があることを経営者
に対して指摘されていたにもかかわらず、経営者が
対応しなかったこと、（2）危険を認識していたが経
営者に指摘しなかったこと、を要因にこれらの企業
不祥事が発生したとの指摘がなされている。

5		 本稿でいう労働組合とは、企業内労働組合ではな
く、それらが集結した全国中央組織（ナショナルセ
ンター）の取り組みについて検討を行なう。

6		 本稿では、検討していないが、AFL-CIOは、労
働組合の国際機関であるTUACやUnicorn へ参加
するなどの取り組みを行なっている。

7		 しかし、経営者と従業員という立場の違いからか、
BIACが内部告発には企業内部で対応することを強
調しているのに対して、TUACは企業外部への通
報が危害（内部告発に対する不利益な扱い―筆者）
を防ぐ方法であるとしている。

8		 GCGF［2007］
9		 Unicornは、不正行為と闘うことを目的に、一部

の国の労働組合組織や国際労働組合組織によって
構成された国際機関であり、TUAC や ICFTUも
参加している。

10		本稿では、経営者について、平田光弘［2008］の
見解に基づいて、意思決定や執行というライン活動
のマネジメントに携わる取締役および執行役（執行
役員）を範囲として考えている。

11		『OECD 多国籍企業行動指針』は、多国籍企業に
対してOECD 加盟国政府が共同して行なう望まし
い企業行動の姿について勧告しているものである。

12		なお、2008 年 10 月現在において、2008 年 6 月に
改定された統合規範が最も新しいものである。2008
年 6 月に改定された統合規範においても、内部告
発に関する規定はなされているが、ここでは、統合
規範において、最初に内部告発に関する規定がな
された2003 年 6月改定の統合規範について触れて
いく。この改定統合規範は、1998 年に策定された
統合規範にロンドン証券取引所が、ヒッグス報告書
やスミス報告書、ターンブル報告書の内容を加えて
改定された原則である。また、統合規範などに関し
ては、関孝哉［2006］で詳しく論じられている。加
えて、統合規範の管轄は、ロンドン証券取引所の
業務内容見直しが行なわれたことにより、現在では
Financial Reporting Council（FRC）内の上場監督
機関に移っている。

13		この実行の手引きは、経団連の「企業行動憲章」
を経団連会員企業が実践していくうえで必要と思わ
れる項目を例示したものである。

14		小島大徳［2007］172頁 .
15		小島大徳［2007］172頁 .
16		小島大徳［2008b］168 頁 .
17		小島大徳［2008b］168 頁 .
18		小島大徳［2008b］168 頁 .
19		小島大徳［2008b］168-169 頁 .
20		たとえば、日本の公益通報者保護法に関しては、

水谷英夫［2004］や小西啓文［2006］をはじめとし
て多くの研究者や実務家から指摘がなされている。

21		内部通報制度の問題点に関しては、久保利英明
［2004］をはじめとして多くの指摘がなされている。
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